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はじめに 

 

大月短期大学は、平成１７年、創立５０周年を迎えた。 

 しかしながら、近年における少子化等の影響もあり、大学・短期大学を取り

巻く経営環境は非常に厳しい状況にある。 

 １８歳人口の減少による大学全入学時代が到来し、また、学生の４年制大学

志向や高学歴志向等により短期大学離れも進んでいる。 

 このような中、多くの大学・短期大学は、危機感を持ち、早い時期から生き

残りをかけ、新しい時代の要請に応えた学部・学科の再編や特色のある教育活

動の展開、あるいは、経費の削減、経営の効率化等、様々な努力を行っている。

しかし、学生数の減少等から経営状況が悪化している大学・短期大学も増える

状況にあり、学生の確保をめぐって大学間競争は激化している。 

 こうした中で、大学改革の荒波は、公立の大学・短期大学にも押し寄せてき

ており、さらに、国立大学の法人化、地方独立行政法人制度の創設、文部科学

省の認証機関による大学評価制度の導入など、大学・短期大学を取り巻く新た

な仕組みが相次いで実施されている。 

  加えて、国の三位一体改革により、公立大学の運営財源となっている地方交
付税が大幅に削減され経営が圧迫される中、その経営に当たっては、地方自治

体の自主的・自律的な取り組みが求められている。 

 こうしたことから、大月短期大学においても、大月市が今後も高等教育サー

ビスを提供していく意義やあり方等について、根本から問い直していく必要が

ある。  

 本審議会は、平成１７年９月、「大月短期大学の存続に関する事項」、「大

月短期大学の発展、活性化策に関する事項」について諮問を受け、以降５回の

集中的な審議を重ねてきた。 

 本答申が、大月短期大学の改革の道標となり、大月市の持続的な発展に寄与

することを祈念する。 

 

     平成１８年 ３月 
 

           大月市立大月短期大学基本問題審議会 

                                        会 長  早 川   源 
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第 1章 大月短期大学の設置目的とその意義・沿革 
 

薄れてきた建学の精神 

 

昭和２２年、学校教育法が制定され、新制大学制度に移行すること

となったが、旧制専門学校の多くは新制度の中で教員組織や施設・設

備などの面から、新たな大学に必要な条件を満たすことができなかっ

た。 

こうしたことから、当初は必要な条件を満たすまでの過渡的な措置

として、昭和２５年、現行の短期大学制度がスタートした。 

短期大学の目的とは、大学設置審議会が短期大学認可の基準として

定めた短期大学設置基準の中で、「高等学校の教育の上に２年または

３年の実際的な専門教育に重きを置く大学教育を施し、よき社会人を

育成すること」とされ、平成１７年度現在、国立１０校、公立４２校、

私立４２８校が設置されている。 

大月短期大学は、市制施行の翌年の昭和３０年２月に、「文化の向

上と経済活動の発展に貢献する有為な人材を育成すること」を建学の

精神として設立された。 

設立当初の大月市は、織物産業が盛んであり、大月短期大学建学の

精神にも謳われているとおり、経済活動の発展に貢献する経済人を養 

成するという意義が十分あったと言える。 

しかしながら、現在は、経済のサービス化やソフト化の進展から雇

用形態が多様化し、住民の価値観やライフスタイルも変化してきてお

り、大月市においても、地場産業であった織物産業が衰退するなど産

業構造が大きく変化し、社会変化に主体的に対応できる幅広い人材の

育成が求められている。 

また、一時増加傾向であった大月市の人口は、昨今の都心部への回

帰等により減少しており、定住促進策を講ずる必要も生じている。 

こうしたことから、大月短期大学に求められるニーズについては、

今後も多様化していくことが想定される。 
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第２章 大月短期大学の現状とこれまでの検討経緯 

  

（１）大月短期大学の運営状況 

平成１７年度現在、大月短期大学は、学長を含め１５名の専任教員、

３５名の非常勤講師及び１０名の事務局員で運営に当たっている。 

学生数は、入学定員２００名のところ、平成１６年度と平成１７年度

の入学者数はそれぞれ２２５名となっており、現在４５０名の学生が在

学しているが、県内出身者よりも県外出身者が多くを占めている。 

年２回のオープンキャンパスや県内外の高等学校への学校訪問など、

教職員の努力により定員割れを起こしていないが、志願者数は最も多か

った平成８年度の４７０名と比べると、平成１７年度は３割減の３１２

名となっていて減少傾向にある。 

卒業後の進路状況は、編入学・就職ともに高い実績を残している。 

特に、平成１６年度の卒業生２０１名の内、７１名が４年制大学に編

入学し、全国でもトップクラスの数字を残している。 

また、短期大学卒の就職需要が減少傾向にある中で、就職内定率は８

９．２％と健闘している。 

運営経費については、入学金、授業料収入及び市からの繰出金等で賄

われているが、一般会計繰出金については地方交付税（基準財政需要額）

の算定額の範囲内にあり、現在のところ市の財政を圧迫するような状況

にはない。 

大月短期大学の施設・設備については、附属高等学校との併設・一部

施設共用という状況にあり、狭隘であり、また、一部施設を除いて老朽

化し、他の短期大学と比較しても整備水準は低い。 

 

①学科構成・定員 

 経済学科  入学定員２００名（総定員４００名） 

 

②教職員の状況（平成１７年５月） 

教 員 学長    １名 
教授    ９名 
助教授   ４名 
講師    １名 
非常勤  ３５名 

事務局 事務局長    １名 
次長      １名 
総務担当    ３名 
（内２名高校事務局と併任）

教務学生担当  ５名 
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③志願者・入学者数の推移（入学者は各年５月）        （単位：人） 
男 女 別 出 身 別    項目

年度 
志願者 入学者数

男 女 市 内 市外県内 県 外 

平成４年 ４１９ ２２５ ２２ ２０３  

平成５年 ４０３ ２４７ ２５ ２２２  

平成６年 ４０１ ２２７ ３０ １９７  

平成７年 ３５５ ２２４ ３９ １８５  

平成８年 ４７０ ２２６ ５９ １６７  

平成９年 ４０２ ２３９ ５７ １８２  

平成10年 ３６２ ２４３ ５８ １８５  

平成11年 ３２９ ２３７ ６１ １７６  

平成12年 ２６６ ２０２ ５２ １５０ １７   ９７  ８８

平成13年 ２９３ ２２７ ７２ １５５  １８   ７３ １３６

平成14年 ２８９ ２２１ ８１ １４０  １８     ７５  １２８

平成15年 ３５５ ２３４ ８０ １５４  ２０     ６８  １４６

平成16年 ３５５ ２２５ ７２ １５３  １１     ８７  １２７

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成17年 ３１２ ２２５ ７３ １５２  １５     ６９  １４１

                注：平成１１年度までは出身別に分析していない。 

 

 

④編入学実績（過去３年）                 （単位：人） 
大 学 名 学 部 名 学 科 名 14年度 15年度 16年度

（国公立大学）     

岩手県立大学 社会福祉学部 福祉経営学科   １

山形大学 人文学部 総合政策科学科  １ １

福島大学 経済学部 経済学科  ２ 

筑波大学 図書館情報専門学群   １ １

経済・経営情報 ３ １ 

政策・行政情報  １ 

群馬大学 社会情報学部 

社会・情報行動   １

群馬県立女子大学 文学部 美学美術史学科  １ 

地域政策学部 地域政策学科 ８ ９ １２

経済学科 １  

高崎経済大学 

経済学部 

経営学科   １
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経済学科 ２ ３ ２新潟大学 経済学部 

経営学科 ２  

経済学科   ２

経済学科（夜間主ｺｰｽ） １ ２ 

経済学部 

経営学科（夜間主ｺｰｽ）  １ 

富山大学 

人文学部 人文学科   １

金沢大学 法学部 法学科 １  

都留文科大学 文学部 社会学科 １  

経済ｼｽﾃﾑ法学科 ４ ２ 経済学部 

経済学科 １  ４

農学部 森林科学科 １  

理学部 物質循環学科  １ 

信州大学 

人文学部 文化ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科   １

法学科 １  静岡大学 人文学部 

経済学科 １  

名古屋市立大学 人文社会学部 現代社会学科 １  

三重大学 人文学部 社会科学科  １ ３

企業経営学科 １  滋賀大学 経済学部 

情報管理学科  １ 

地域経営学科 １  奈良県立大学 地域創造学部 

観光経営学科   １

兵庫県立大学 環境人間学部 環境人間学科   １

生態環境学科 １  島根大学 生物資源科学部 

地域開発科学科  １ １

島根県立大学 総合政策学部 総合政策学科 １  

岡山大学 経済学部 経済学科（夜間主ｺｰｽ） ３  

経済学部 経済学科 ２ １ ２広島大学 

文学部 人文学科   １

国際文化学部 国際文化学科 １  山口県立大学 

生活科学部 生活環境学科  １ 

国際商学科 １ ２ 下関市立大学 経済学部 

経済学科 １ １ 

経済学科 １  ２香川大学 経済学部 

地域社会ｼｽﾃﾑ学科 １  
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 法学部 法学科   １

愛媛大学 法文学部 総合政策学科（Ⅱ部）   １

北九州市立大学 文学部 比較文化学科  １ 

佐賀大学 文化教育学部 人間環境課程   １

宇都宮大学 農学部 農業経済学科   １

神戸大学 経済学部 経済学科（夜間主ｺｰｽ）   １

国公立大学 計   ４２ ３４ ４３

（私立大学）      

日本社会事業大学 社会福祉学部 福祉計画学科  １ 

敬愛大学 経済学部 経済学科  １ 

聖徳大学 文学部 児童学科  １ 

東京経済大学 経営学部 流通ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ学科 ３ ２ ５

経済学科ﾌﾚｯｸｽ A ２  ２駒澤大学 経済学部 

経済学科ﾌﾚｯｸｽ B  １ １

会計学科 １  商学部 

経営学科  １ 

中央大学 

 

経済学部 公共経済学科 ３ ３ ３

東京情報大学 総合情報学部 経営情報学科 １  

経営学部Ⅱ部 経営学科 １  東洋大学 

文学部Ⅱ部 教育学科 １  

専修大学 経営学部 経営学科 ２ １ 

政治学科 １  

経済学科 １  

明治大学 政治経済学部 

経済学科Ⅱ部   １

日本大学 経済学部 第二部経済学科  １ ２

神奈川大学 経済学部 経済学科 １  

商学部 商学科 １ １ 山梨学院大学 

法学部 政治行政学科  １ 

山梨英和大学 人間文化学部 人間文化学科 ３ １ 

長野大学 社会福祉学部 社会福祉学科 １  

松本大学 総合経営学部 総合経営学科  １ 

岐阜経済大学 経済学部 経済学科  １ 

浜松大学 経営情報学部 経営情報学科  １ 

立命館大学 経済学部 経済学科 ２ １ ２
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東京農業大学 地域環境学部 造園学科   １

実践女子大学 生活科学部 生活文化学科   １

玉川大学 経営学部 国際経営学科   １

桜美林大学 経済学部 経済学科   １

大阪芸術大学 芸術学部 文芸学科   １

日本女子大学 人間社会学部 社会福祉学科２年次   １

政治学科ﾌﾚｯｸｽ A   １国士舘大学 政経学部 

経済学科ﾌﾚｯｸｽ B   １

杏林大学 総合政策学部 総合政策学科   １

帝京大学 経済学部 経済学科   １

名古屋学院大学 経済学部 経済学科   １

和光大学 経済学部 経済学科   １

私立大学 計   ２４ １９ ２８

合  計   ６６ ５３ ７１

 
⑤就職状況                         （単位：人） 

業  種  名 １４年度 １５年度 １６年度 
農業 １ 
建設業 ４ ３ １

製造業 １１ １８ １４

電気・ガス熱供給業 １ 

情報通信業 ３ ３ ４

運輸業 １ ４ ２

卸・小売業 １７ ２７ ３２

金融・保険業 １３ １２ ７

不動産業 ２ １ １

飲食店、宿泊業 ５ １０ ７

医療・福祉 ６ ３ ４

教育・学習支援業 １  １

複合サービス事業 ２ １ ４

サービス業ほか １９ １５ １９

公務 ６ ６ ３

その他  

合  計 ９０ １０５ ９９
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⑥大月短期大学の歳入・歳出の推移 

 （歳 入） 

使用料 手数料 寄付金 一般会計繰入金

諸収入

使用料 手数料 寄付金 一般会計繰入金 繰越金 諸収入

使用料 手数料 寄付金 一般会計繰入金 繰越金 諸収入

使用料 手数料 寄付金 一般会計繰入金 繰越金
諸収入

使用料 手数料 寄付金 一般会計繰入金 繰越金 諸収入

0 50,000,000 100,000,000 150,000,000 200,000,000 250,000,000 300,000,000 350,000,000 400,000,000 450,000,000

平成12年度

平成13年度

平成14年度

平成15年度

平成16年度

 

 

  （歳 出） 

人件費(教員） 経常経費 教材等整備

教員研究

地域研究

施設管理

公債費

人件費(教員） 経常経費 教材等整備

教員研究

地域研究

施設管理
公債費

人件費(教員） 人件費(事務） 経常経費 教材等整備

教員研究

地域研究

施設管理 公債費

人件費(教員） 人件費(事務） 経常経費 教材等整備

教員研究

地域研究

施設管理 公債費

人件費(教員） 人件費(事務） 経常経費 教材等整備

教員研究

地域研究

施設管理 公債費

0 50,000,000 100,000,000 150,000,000 200,000,000 250,000,000 300,000,000 350,000,000 400,000,000

平成12年度

平成13年度

平成14年度

平成15年度

平成16年度
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⑦施設・設備 

【敷地概要】                        （単位：㎡） 

設備等 所在地 面積 

（専用）

面積 

（共用）

備考 

校舎敷地 大月市御太刀 

1-16-2 

4,449 3,299 附属高等学校と一部共用

運動場 同上 0 7,850 附属高等学校と全面共用

第二 

運動場 

大月市七保町下

和田1000 

19,600 0 大月市営グランドを指し、

実態的には同短期大学の

運動場とはいえない

合計  24,049 11,149  

【建物概要】                       （単位：㎡） 

建物等 構造・階層・築年数 用途 面積 

(専用)  

面積 

(共用) 

N棟 RC構造･3階建･築34年 管理部門・講堂 1F：832.9 3F：403.8

S棟 RC構造･3階建･築26年 講義室・図書館 938 0

C棟 RC構造･4階建･築11年 講義室・研究室・

厚生施設 

1,689 0

体育館 鉄骨造･平屋建・築30年 体育施設 0 1,054

部室 木造･平屋建･築年数不明 学生部室 0 97

合計  3,459.9 1,554.8
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⑧県内短期大学別入学者・卒業者（平成 17 年 5 月 1 日）  （単位：人、％） 

平成１７年度入学者 

短期大学名 区分 学 科 
入学者数 

(A) 

(A)のうち

推薦入学者

(A)のうち

県内出身者

(B) 

県内出身者

の割合 

B/A 

(B)のうち

推薦入学者

国文科 0  

幼児教育科 0  

生活科学科 0  

国際教養科 0  

県立女子短

期大学 
県立

計 0 0 0 0 0

看護科 100 46 68 68.0 46県立看護短

期大 
県立

計 100 46 68 68.0 46

経済科 223 111 81 36.3 54大月短期大

学 
市立

計 223 111 81 36.3 54

食物栄養科 174 143 150 86.2 128

保育科 163 141 149 91.4 131

経営学科 83 53 63 75.9 47

山梨学院短

期大学 
私立

計 420 337 362 86.2 306

保育科 72 66 56 77.8 50帝京学園短

期大学 
私立

計 72 66 56 77.8 50

  合  計 815 560 567 69.6 456

 

平成１６年度卒業者 

短期大学名 区分 学 科 
卒業生数 

(A) 

(A)のうち 

進学者 

(A)のうち 

就職者 

(B) 

(B)のうち 

県内就職者

国文科 60 16 34 27

幼児教育科 55 1 50 32

生活科学科 58 12 37 32

国際教養科 53 12 33 31

県立女子短

期大学 
県立

計 226 41 154 122

看護科 96 24 72 49県立看護短

期大 
県立

計 96 24 72 49

経済科 201 77 104 33大月短期大

学 
市立

計 201 77 104 33

食物栄養科 165 8 114 93

保育科 126 6 113 97

経営学科 95 8 51 47

山梨学院短

期大学 
私立

計 386 22 278 237

保育科 69 3 64 48帝京学園短

期大学 
私立

計 69 3 64 48

  合  計 978 167 672 489
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（２）これまでの検討経緯 

  大月短期大学の将来構想については、これまでも審議会等が設置され、答

申書や報告書が提出されている。 

  その主な内容は次のとおりである。 

①昭和６０年 「大月短期大学及び附属高等学校運営委員会」を設置 

 大月市立短期大学および同附属高等学校の将来構想について答申 

〈答申内容〉 

○短期大学と高等学校の分離。短期大学を現在地に存置し、組織及び内

容を充実する。高等学校は他に適切な校地を求め移転し、設備内容を

充実すること 

○短期大学は校地・校舎の効率的な運営を行うため、学生数を増員する

こと 

○４年制大学に移行し、経済学・商業・経営学・会計学・法学・情報関

係の各分野の研究と教育を更に強化充実。さらに将来において、産業

社会の一面を支えると考えられる社会福祉事業関係等の教育を併せて

行うことも検討すること  

この答申を受けて大月市では、 

◇大月短期大学と附属高等学校の分離移転については、財政上すぐに実

行することは難しいことから、財源確保のために「大月短期大学附属

高校建設基金」を設置した。 

◇平成２～３年にかけてＣ号棟の建設を行い、施設の充実を図った。 

◇平成３年１２月に定員１５０名を２００名に変更した。 

◇教員の資格や施設・設備面から４年制大学への移行は難しいことから、

経済科の強化充実を図るため、カリキュラムの変更等を行った。 

 

②平成５年 「大月短期大学活性化対策委員会」「大月短期大学発展構想推

進委員会」を設置 

 平成７年に、今後の大月短期大学のあり方、高校分離移転の推進、新たな

学科増設、四年制大学への移行、地域に開かれた大学構想等について報告 

〈報告内容〉 

○市有地を活用して高校を分離移転すること 

○短期大学は現有施設を活用し福祉学科を増設すること 

○４年制大学への移行を検討すること 

○地域研究室を充実し、地域経済の活性化に寄与すること 

○市民講座の開設の促進、リカレント教育への対応など、市民の生涯学
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習、地域文化の発展の中心になるよう努めること 

○大学、高校発展のために必要な教育施設整備基金の充実に努めること 

この報告を受けて大月市では、 

◇分離移転については、財政上の問題からすぐに実行することは難しい

ことから引き続き「大月短期大学附属高校建設基金」の積立ての充実

に努めている。 

◇教員の資格や施設・設備面などで、４年制大学への移行は非常に難し

い。 

◇カリキュラムの改革、地域づくりゼミを「地域連携センター」に発展

させるなど市民の生涯学習、地域文化の発展に努めている。 

◇平成１５年に「大月短期大学の将来構想のための基礎調査および経営

分析」を実施した。 

 

 以上のように大月市では、１８歳人口がピークを迎えつつある昭和６０年と、

ピーク直後の平成５年の過去２回にわたり、「大月短期大学と附属高等学校と

の分離移転」、「短期大学の４年制化」の答申等を受けながら、財政事情等か

ら高校の分離移転や４年制大学化など、大月短期大学の再編に着手することが

できなかった経緯がある。
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第３章 高等教育機関を取り巻く環境の変化 

 

（１）少子化・全入学時代の到来 

１８歳人口の総数は、平成４年に第２次ピークを迎え２０５万人とな

った後、減少に転じている。平成１７年は、１３７万人と推計され、そ

の後も出生率の状況からさらに減少傾向は続き、平成３２年には１１８

万人程度となることが予測されている。 

大学・短期大学への進学率は、昭和５０年から平成４年までは４０％

弱とほぼ横ばい傾向であったが、１８歳人口の増加に併せ昭和６１年か

ら全国的に大学・短期大学の定員増を図ったことなどから進学率は上昇

し、平成１１年度以降の進学率は５０％前後で推移している。 

現在、１８歳人口の二人に一人が大学・短期大学に進学している状況

にある。 

また、個別的に見てみると、平成２年から４年制大学への進学率は漸

増しているが、短期大学への進学率は平成７年から減少の一途である。 

４年制大学の設置数は、１８歳人口が第２次ピークを迎えた平成４年

には５２３校であったが、平成１７年現在、７２６校と大幅に増加して

いる。一方、短期大学は、平成８年に５９８校と最多になったが、以後

減少し、平成１７年現在、４８０校となっている。 

このように、１８歳人口が減少し、進学率がほぼ一定の割合で推移し

ている状況の中で、逆に大学・短期大学を合わせた学校数は増加してい

ることから、受験生の選択肢が広がってきており、大学・短期大学の志

願者数が入学者数と一致する、いわゆる「全入学時代」に突入するもの

と予測されている。 

結果として、進学を志望する学生が４年制大学に合格しやすい状況と

なっており、短期大学よりも４年制大学を選ぶ傾向が一般的となってい

る。 

- 13 -



 

- 14 -

１
８
歳
人
口
及
び
大
学
等
入
学
者
の
推
移

0

5
0

10
0

15
0

20
0

25
0

30
0

万 人

１
８
歳
人
口

短
 大
へ
の
入
学
者

大
学
へ
の
入
学
者

20
5

321
18

13
7

2
49

1
2

2
2

27
4
5

55
60

5
0

H
2
4

S
41

1
7

7

10 60

19

全
入
学

文
部
科
学
省
「
学
校
基
本
調
査
」
、
国
立
社
会
保
障
・
人
口
問
題
研
究
所
「
日
本
の
将
来
推
計
人
口
」
よ
り
作
成
 

 



 

- 15 -

大
学
等
進
学
率
の
推
移

0102030405060

S
40

S
50

S
60

元
H
7

H
17

％

進
学
率
（
大
学
）

進
学
率
（
短
大
）

進
学
率
（大
学
＋
短
大
）

44
.2
%

7
.3
%

51
.5
%

文
部
科
学
省
「
学
校
基
本
調
査
」
よ
り
作
成
 

 



 

- 16 -

 

大
学
・
短
期
大
学
数
の
推
移

0

1
0
0

2
0
0

3
0
0

4
0
0

5
0
0

6
0
0

7
0
0

8
0
0

学 校 数

大
学

短
期
大
学

大
学

4
9
9

5
0
7

5
1
4

5
2
3

5
3
4

5
5
2

5
6
5

5
7
6

5
8
6

6
0
4

6
2
2

6
4
9

6
6
9

6
8
6

7
0
2

7
0
9

7
2
6

短
期
大
学

5
8
4

5
9
3

5
9
2

5
9
1

5
9
5

5
9
3

5
9
6

5
9
8

5
9
5

5
8
8

5
8
5

5
7
2

5
5
9

5
4
1

5
2
5

5
0
8

4
8
0

平
成
元

2
3

4
5

6
7

8
9

1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

文
部
科
学
省
「
学
校
基
本
調
査
」
よ
り
作
成
 



 

（２）国公立大学の構造改革 

平成１３年６月、文部科学省は、「大学（国立大学）の構造改革の方

針」を発表し、活力に富み、国際競争力のある国公私立大学づくりを進

める旨を明らかにした。 

その主な内容は、 

①国立大学を再編・統合しスクラップ・アンド・ビルドによる活性化 

②国立大学に民間の経営手法を導入し、大学法人に移行 

③大学に第三者機関による大学評価を導入し、国公私立大学「トップ

３０」に重点的に予算を注入し世界最高水準に育成 

 というものである。 

  これにより、平成１４年度の山梨大学をはじめ、多くの国立大学の再

編統合が進められ、また、平成１６年４月、国立大学は大学法人に移行

した。 

  また、公立大学においても、平成１６年４月、地方独立行政法人法が

施行され、すでに首都大学東京をはじめ、平成１７年度現在、７つの公

立大学が法人化している。 

なお、第三者機関による大学評価とは、短期大学を含むすべての大学

が、文部科学省の認証機関による評価を受けなければならないものであ

り、平成２０年から大月短期大学においても導入される。 

その評価内容は、それぞれの大学の理念・目標に照らし、その教育研

究、組織運営及び施設設備の総合的な状況について評価をされるもので

あり、その評価結果は公表される。 

 

（３）大学間競争の激化と淘汰 

以上から、一部の大学を除き、全国的に学生確保が厳しい状況にあり、

知名度や立地、学部などにより学生が集中する大学とそうでない大学の

格差が拡大し、４年制の私立大学においても３割が定員割れを起こして

いる。 

この傾向はさらに増加する状況にあり、経営が苦しくなった大学は淘

汰され、大学破綻が今後相次ぐであろうとする厳しい見通しも存在する。 

特に短期大学は、企業による短期大学生の就職需要が減少しているの

に加え、女子教育に特化してきた経緯があるため、女性の社会進出や男

女共同参画社会の推進に伴い、女子学生の４年制大学進学志向が高まっ

ている。 

こうしたことから、短期大学への進学希望者は減少を続け、学生の確
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保がさらに厳しくなり、また、不況の影響で資格志向が強まっているこ

とから、看護や福祉など資格に直結する４年制大学への移行や学部・学

科への再編が進められている。 

 

（４）全国の公立短期大学の改組の状況 

    １８歳人口の減少、４年制大学志向の高まりなど、短期大学を取り巻

く状況が非常に厳しい中で、公立短期大学でも改組・改編、統合が進ん

でいる。 

平成４年に４１校あった全国の公立大学は、平成１７年には８６校に

増加する一方で、公立短期大学は改組・改変、統合が進み、５３校が４

２校に減少している。公立短期大学の減少傾向は今後も進む状況である。 

山梨県では、県立高等看護専門学校を改め、平成７年に県立看護短期

大学を設置し、これを平成１０年に４年制大学として県立看護大学に改

組し、さらに、この県立看護大学と県立女子短期大学を統合再編して、

平成１７年４月、山梨県立大学を設置した。 

なお、４年制大学の都留文科大学においても、平成５年４月、比較文

化学科を新設している。 
 

国公立短期大学　学校数の推移
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第４章 大月市の財政状況および課題 

 

（１）三位一体の改革の影響 

「三位一体の改革」とは、地方自治体の自由度を高め、住民により身

近で地域の特性にあった施策を展開するため、国と地方の役割を見直し

財政面での自立を図り、真の地方自治の確立をめざす「地方分権改革」

を言い、国は、三位一体の改革により、平成１６年度から国庫支出金の

廃止・縮減、地方への税源移譲、地方交付税の見直しを進めている。 

しかしながら、地方への税源移譲は国庫補助金の削減分よりも少なく、

また、財源保障機能を有している地方交付税の大幅削減など、地方の財

政状況は不透明な状況にあり、大月市においてもその影響は避けられな

い。 

 

（２）大月市の財政状況 

平成１６年度大月市普通会計決算における財政力指数は０．８０８と

なっており、この数値は県内他市と比べても極めて高い状況にある。 

このことは、自主財源である市税の比率が他市よりも高いことを示し、

また、その７割程度が固定資産税で占められているのが特徴的で、これ

は、「東京電力葛野川揚水式発電所」から巨額な固定資産税が納められ

ていること等による。 

歳出面をみると、市債残高は年々増嵩し、これら公債費の負担により

今後、財政の硬直化が懸念される。 

また、大月市においては、公共施設や主要道路などの老朽化が深刻と

なっており、当面の最重要施策として、中央病院の建替（平成１８年度

着手）、大月駅周辺整備（平成１９年度着手）及び上下水道の整備等を

掲げており、これらの整備を計画的に図る必要がある。 

さらに、大月市の高齢化率は２５％を超え、県内の市町村の中でも非

常に高い状況となっており、今後も保健・医療・介護などに対する財政

負担が増える傾向にある。 

こうした歳出の傾向に加え、前述の三位一体の改革の影響や固定資産

税の大部分を占めるのは償却資産に対するものであること等、歳入の傾

向を鑑みると、今後の大月市の財政は決して楽観を許すものではない。 
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（３）大月市自立計画と公共施設の見直し 

大月市は、旧合併特例法の下での市町村合併を見送り、将来的な合併

を志向しながら、当面は単独での市政運営を行うこととした。 

こうしたことから、平成１７年３月、「自立した自治体」を目指し、

「大月市自立計画」を策定した。 

この計画は、「自立」実現のため、民間経営の考え方を公共部門にあ

てはめた「大月版ＮＰＭ（ニュー・パブリック・マネジメント）」を実

践することであり、成果志向、改革志向、協働志向の３つの方向性によ

って、これまでの「管理型」ではなく、自らの地域を「経営」するため

の方策を講じるものである。その最重要施策として、 

・「行政評価」システムの確立 

・公共施設・サービスの見直し 

・市民参画支援の充実 

に取り組むとしている。 

特に、公共施設については、老朽化した中央病院の施設やサービスの

改善、さらに、他市より設置数が多い小中学校の適正規模化、他市のほ

とんどが有していない高等学校・短期大学の経営のあり方等、多くの課

題があり、その見直しの優先順位を意識しながら、施設の廃止や集約化

を含めて改善していく必要がある。 
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第５章 今後の方策について 

 

（１）大月短期大学の存在意義 

本来、大学の果たすべき役割は、教育・研究であり、研究活動による

新しい知識の創造や学術文化の向上により社会の発展を支えること、教

育活動により優れた人材を育成・輩出し、社会の発展、国民の福祉に寄

与することである。 

また、公立大学は、地方自治体が設置する高等教育機関として、地域

が直面している課題を解決するという特有の目的を持ち、住民の負担に

よって設置・運営されている機関である。 

したがって大月短期大学には、社会的・経済的効果による地域経済の

活性化や地域に貢献する人材育成機関としての役割が求められるととも

に、人的・知的資源の活用による生涯学習を通じた学習機会の提供、ボ

ランティアや社会活動への学生の派遣、教員の持つ専門知識の活用など、

地域貢献も期待されている。 

現在も大月短期大学が存在することにより、商店街の活性化や森づく

りへの参画、中学生を対象とした勉強サポートなど、中心市街地の賑わ

い対策を含めた大月市のまちづくり等に貢献している。 

このように、大月短期大学が存続するに当たっては、高等教育機関と

しての機能を果たすとともに、大月市のまちづくりの一つの核としてハ

ード・ソフトの両面で施策に位置付けていく必要がある。 

 

（２）選択肢とその検討 

本審議会では、大月短期大学が今後取るべき方策について、考えられる

４つの選択肢の検討を行った。 

①４年制大学化 

高学歴化の中で短期大学離れが顕著であり、このまま短期大学として存

続していくことは、非常に困難が伴う。 

また、急速に進む資格の専門化・高度化に、短期大学では対応できなく

なっている。 

こうしたことから、大月短期大学を４年制に改組すべきとの選択肢が考

えられる。 

しかしながら、１８歳人口は減少の一途であり、全入学時代を迎え、大

学間競争が激化している状況の中、これから４年制大学に移行することは

既に時期を逸している。 
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最近の事例をみても、短期大学から４年制に改組して成功した例は、極

めて少ない。 

さらに、現在の大月短期大学の教員スタッフや土地・施設などを活用し、

４年制に改組することは現実的でなく、また、新たな施設等の整備に大月

市の財政が耐えられるかどうかも疑問である。  

 

②専門学校化 

卒業後の就職や技能・技術取得のための職業教育等を目的とした専門学

校も選択肢の一つである。 

しかしながら、大月短期大学を専門学校に改組することは、教育目的や

教員スタッフの大幅な変更等を余儀なくされ、従来の高等教育機関とは全

く異なる教育機関を設置することであり、大月市がこれを経営する積極的

な施策的意義を見出すことは難しい。 

 

③短期大学として存続 

一方で幅広い教養や専門知識・資格を身に付けるため４年制大学の志向

があり、他方で技術や資格を効率よく取得するため専門学校の志向がある

が、この狭間の中で、今後、大月短期大学が短期大学のまま生き残ってい

く方策である。 

しかも、経営上のリスクもあり学科転換等、財政的負担を伴う大きな変

革は避け、現在の体制を強化していく選択肢となる。 

大月短期大学は、前述のとおり、全国的にも高い編入学の実績を有して

おり、平成１６年度は卒業生の３５％が４年制大学に編入学し、そのうち

６１％が国公立大学に編入学している。 

この事実は、全国的にも他の短期大学と明確に差別化を図っており、大

月短期大学の存在意義であり、セールスポイントでもある。 

４年制大学においても様々なルートから学生を獲得しようと苦心してお

り、４年制大学側からの編入学のニーズも少なくない。 

また、短期大学卒の就職需要が減少傾向にある中で、就職内定率も高い。 

   一方、最近の志願状況をみると、全国的な傾向として「経済科」の定員

割れを起こしている短期大学が少なくない。 

こうしたことから、大月短期大学の編入学等の実績を最大限に生かす中

で、教員スタッフや財政負担の問題が生じない、「経済」系から発展した

例えば「経営コミュニケーション科」、「情報ビジネス科」といった学科

再編についても検討する必要がある。 
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なお、短期大学として存続する場合であっても、文部科学省の認証機関

による大学評価が土地・施設等の面で低評価になることも想定され、少な

くとも附属高校の分離は避けられない。 

 

④廃校 

１８歳人口の減少、短期大学離れの傾向、今後の財政負担の懸念から、

廃校すべきとの選択肢もある。 

しかしながら、現在のところは、教職員の学生確保の努力により定員割

れを起こしていない。 

また、大月短期大学の経営は、市の財政を圧迫しておらず、また、大月

市の財政は他市に比して健全である。 

こうしたことから、現時点で大月短期大学を廃校に導くための説得力あ

る理由が見つからない。 

 

（３）今後の方策と存続条件 

   以上の検討から、本審議会は、大月短期大学は当面存続すべきと結論づ

けるが、１８歳人口の減少や地方財政の不透明感を鑑みると、大月短期大

学の先行きは必ずしも明るくはない。 

 こうしたことから、今後存続するに当たって、次の条件を付加する。 

 

 ①直ちに実施すべきこと 

○ 教員・事務局職員が一丸となって、定員割れを起こさないように、よ

り一層の学校訪問の充実、ＰＲを展開し学生の確保に努めること 

  また、県内の志願者数を高めるよう県内大学説明会への積極的な参加

や学校訪問を増やすなど、さらに対策を講ずること 

○ 私立大指定校制度や国立大推薦制度による学校推薦枠の拡充を図り、

４年制大学への編入学の実績をさらに向上させること 

○ 常に社会ニーズを捉えた魅力あるカリキュラムの実施を意識するとと

もに、「経済」系をベースとした学科再編を早急に検討すること 

○ 土地・施設等の充実については、財政負担の問題もあり俄に解決しな

いことから、文部科学省の認証機関による大学評価を受ける予定の平成

２０年を目途に、附属高校を分離移転すること 

なお、本審議会と併行して、「附属高校基本問題審議会」が設置され、

存続に関する事項等について審議が行われている 

○ 大月短期大学のあり方について、引き続き研究するとともに、経営状
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況を定期的に検証し、解決すべき課題の検討を行うための運営委員会な

どを設置し、その検討結果を公表すること 

 

 ②存続条件 

入学定員を充足する学生を確保していくことは、大月短期大学が存続

していくための最低条件である。 

こうしたことから、２年以上連続して定員割れが発生した場合には、

直ちに審議会を設置し存続に関する検討を行うこと 
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審議会の開催状況 

第１回   平成１７年 ９月 ２日 

第２回   平成１７年１０月 ６日 

第３回   平成１７年１１月１６日 

第４回   平成１７年１２月２１日 

第５回   平成１８年 ２月１５日 

 

委員名簿 

 氏  名 区  分 

会 長 早川 源 学識経験者 

副会長 仁科 義民 市民の代表 

委 員 田口 俊夫 学識経験者 

〃 小泉 孝範 〃 

〃 小林 明 〃 

〃 天野 祐治 市議会議員 

〃 内藤 次郎 〃 

〃 小俣 昭男 〃 

〃 田辺 陽 県内高等教育関係者 

〃 小俣 二也 市民の代表 

〃 井上 靖一郎 市民の代表（公募） 

〃 武川 幹雄 〃 

〃 太子 幹雄 〃 

〃 河西 悦子 〃 

〃 久根口 潔 同窓会代表者 

（敬称 略） 
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